
　会計別の収支の状況は、次のとおりです。

● 　会計別の収支の状況　（令和４年３月３１日現在） 　　　　　　（単位：円）

令和３年度 令和３年度 令和３年度

予算現額 収入済額 支出済額

52,237,437,085 45,919,312,008 38,015,966,342

9,498,093,000 8,235,813,861 8,340,749,455

382,405,000 165,460,475 318,597,299

8,431,000 8,617,141 4,067,360

106,100,000 17,578,435 59,964,871

188,996,000 156,279,338 65,644,090

54,685,000 4,128,416 22,386,604

7,761,759,000 6,377,664,008 6,756,957,162

1,111,957,000 1,010,776,915 989,537,635

1,820,790,000 1,461,080,063

415,254,000 366,519,194

1,730,333,000 734,595,789

1,423,136,000 1,070,888,180

3,589,398,000 2,444,105,920

991,015,000 796,722,678

3,589,392,000 1,111,212,489

1,851,330,000 1,610,940,364

　※特別会計における収入不足額を生じている会計については、関市会計規則第74条の規定により、会計間
　　の相互運用で処理しています。

●会計区分 【財政用語の説明】　

■ 一般会計

　市税、国や県からの補助金・交付金、手数料などの収入や、市の行う仕事に必要なお金の処理をまとめて

行うために設けられた会計で、市のお金の流れの中心となっています。

■ 特別会計

　国民健康保険事業や介護保険事業のように、保険料や使用料などの収入で運営していく事業については、

その事業にかかるお金の流れをわかりやすくするために、一般会計とは別の会計を設けることになっています。

■ 企業会計

　事業で収益をあげて、その収益でまかなわれる会計のことで、関市では水道事業、下水道事業がこれにあたります。

　市民の皆さんに税金などがどのように使われ
ているのかを知っていただくために財政状況の
公表を行っています。
　今回は、令和４年３月３１日現在における
『令和３年度予算の執行状況等』をお知らせし
ます。

公 設 地 方 卸 売 市 場 事 業

国 民 健 康 保 険 ( 事 業 勘 定 )

国 民 健 康 保 険 ( 直 診 勘 定 )

食 肉 セ ン タ ー 事 業

公表します!!

＊市 の 家 計 簿＊

特
　
別
　
会
　
計

中小企業従業員退職金共済事業

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険 事 業

【令和３年度予算の執行状況等】

Ⅰ　会計別の収支状況

会　計　の　名　称

一 般 会 計

財 産 区

下 水 道 事 業 会 計

収 益 的 収 入

資 本 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 支 出

水 道 事 業 会 計

収 益 的 収 入

資 本 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 支 出



● 　収入区分別の収入の状況　（令和４年３月３１日現在） 　　　　　　（単位：円）

令和３年度 令和３年度 予算現額との差 収入歩合(%)

予算現額　Ａ 収入済額　Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ Ｂ/Ａ
1 11,331,424,000 12,282,682,984 951,258,984 108.4 自

2 425,613,000 425,613,000 0 100.0 依

3 8,355,000 8,355,000 0 100.0 依

4 70,086,000 70,086,000 0 100.0 依

5 79,420,000 79,420,000 0 100.0 依

6 192,279,000 192,279,000 0 100.0 依

7 2,191,237,000 2,191,237,000 0 100.0 依

8 99,318,000 99,318,017 17 100.0 依

9 38,175,000 38,175,000 0 100.0 依

10 471,386,000 471,386,000 0 100.0 依

11 9,439,138,000 9,439,138,000 0 100.0 依

12 9,929,000 9,929,000 0 100.0 依

13 181,816,000 137,239,314 △ 44,576,686 75.5 自

14 540,930,000 490,031,601 △ 50,898,399 90.6 自

15 9,029,047,088 7,443,386,425 △ 1,585,660,663 82.4 依

16 2,691,932,000 2,038,132,594 △ 653,799,406 75.7 依

17 317,095,000 391,164,273 74,069,273 123.4 自

18 4,206,951,000 3,931,463,393 △ 275,487,607 93.5 自

19 946,948,000 613,020,053 △ 333,927,947 64.7 自

20 2,658,130,997 2,658,131,753 756 100.0 自

21 1,786,272,000 1,387,168,601 △ 399,103,399 77.7 自

22 5,521,955,000 1,521,955,000 △ 4,000,000,000 27.6 依

52,237,437,085 45,919,312,008 △ 6,318,125,077 87.9
※（自：自主財源　依：依存財源）

●　収入の構成割合のグラフ

市 債

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

繰 越 金

繰 入 金

Ⅱ　一般会計の収入の状況

区　　　　　　　分

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

　収入済額45,919,312,008円は、前年度同期の収入済額51,690,661,712円と比較して5,771,349,

704円の減（△11.2%）となっています。収入済額、自主財源と依存財源の構成比は、下のグラフのとおり

です。収入歩合は、予算現額52,237,437,085円に対して87.9%で、前年度同期と比較して0.3ポイント

の増です。

　一般会計の収入の状況は、次のとおりです。

配 当 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 交 付 税

合　　　　　　　計

財 産 収 入

寄 附 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

諸 収 入

市税 26.7%

寄附金 8.6%

繰越金 5.8%

諸収入 3.0%

繰入金 1.3%
その他 2.3%

地方交付税 20.6%

国庫支出金 16.2%

地方消費税交付金 4.8%

県支出金 4.4%

市債 3.3%

地方特例交付金 1.0% その他 2.0%

自主財源
47.7%依存財源

52.3%



●収入 【財政用語の説明】　

■ 市税

　市民や市内に事業所などをもつ法人などに納めていただく税金で、市民税、固定資産税、軽自動車税、市

たばこ税、都市計画税などがあります。

■ 地方譲与税

　国税として徴収したものを、国が一定の基準により、市に対して譲与するもので、地方揮発油譲与税、自

動車重量譲与税などがあります。

■ 地方消費税交付金

　地方消費税の一部を財源として、県が人口と従業者数で按分し、市に対して交付するものです。

■ 地方交付税

　全国どの市町村に住んでも一定水準の行政サービスが受けられるよう、所得税、法人税、酒税、消費税と

いった国税の一定割合を財源として、国が一定基準により市に交付するものです。

■ 分担金・負担金

　市の行う事業により利益を受ける方から、その受益を限度として徴収するもので、保育園の保育料などが

該当します。

■ 使用料・手数料
　市の施設の利用や特定の事務により利益を受ける方から、その受益に対する実費負担として徴収するもので、
体育館などの施設使用料や、住民票の写しの交付手数料などが該当します。

■ 国庫支出金
　国が市に対して支出するもので、負担金、財政援助のための補助金、委託費などがあります。

■ 県支出金
　県が市に対して支出するもので、県自らの施策として単独で交付するものと、国庫支出金を県が交付する
ものがあります。

■ 財産収入
　市が所有する財産の貸付け、売払いなどにより得た現金収入のことで、公共用地の売払収入や、基金積立
金の利子などが該当します。

■ 繰入金
　各種基金の取崩しにより繰り入れたお金です。

■ 繰越金
　前年度の決算上、残ったお金です。

■ 諸収入
　収入の性質により、他の収入科目に含まれない収入をまとめたもので、延滞金、預金利子、貸付金元利収
入、雑入などがあります。

■ 市債
　学校や道路などを建設する場合のように、長期間にわたって利用することができ、多額の費用が必要なも
のの財源に充てるため、地方公共団体が、政府・地方公共団体金融機構・銀行などから調達する長期的な借
入金を「地方債」といい、市が調達する資金が「市債」です。

■ 自主財源
　市が自主的に収入できる財源のことで、市税、分担金及び負担金、使用料、手数料、財産収入、寄附金、
繰入金、繰越金、諸収入などがあります。

■ 依存財源
　国や県の基準により交付されたり、割り当てられたりする市の収入です。地方交付税、地方譲与税、国庫
支出金、県支出金、地方債などがあります。



● 　支出区分別の支出の状況　（令和４年３月３１日現在） 　　　　　　（単位：円）

令和３年度 令和３年度 予算現額との差 支出歩合(%)

予算現額　Ａ 支出済額　Ｂ Ａ－Ｂ＝Ｃ Ｂ/Ａ

1 258,942,000 247,181,516 11,760,484 95.5

2 10,704,306,285 6,173,573,165 4,530,733,120 57.7

3 15,198,252,000 12,064,163,439 3,134,088,561 79.4

4 4,017,726,000 2,996,725,215 1,021,000,785 74.6

5 998,293,000 665,674,048 332,618,952 66.7

6 1,539,250,000 1,042,324,548 496,925,452 67.7

7 5,689,785,350 4,072,214,864 1,617,570,486 71.6

8 1,915,667,000 1,484,330,401 431,336,599 77.5

9 7,646,089,600 5,184,437,630 2,461,651,970 67.8

10 182,550,000 58,227,778 124,322,222 31.9

11 4,074,690,000 4,027,113,738 47,576,262 98.8

12 11,885,850 0 11,885,850 ‐

52,237,437,085 38,015,966,342 14,221,470,743 72.8

●　支出の構成割合のグラフ

衛 生 費

予 備 費

合　　　　　　　計

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

Ⅲ　一般会計の支出の状況

区　　　　　　　分

議 会 費

総 務 費

民 生 費

　一般会計の支出の状況は、次のとおりです。

　支出済額38,015,966,342円は、前年度同期の支出済額44,334,785,218円と比較して6,318,818,876円

の減（△14.3%）となっています。

　支出歩合は予算現額52,237,437,085円に対して72.8%で、前年度同期の75.1%と比較して2.3ポイントの

減となっています。

民生費
31.7%

総務費
16.2%

教育費
13.6%

土木費
10.7%

公債費
10.6%

衛生費
7.9%

消防費
3.9%

商工費
2.7%

農林水産業費
1.8%

議会費
0.7% 災害復旧費

0.2%



●　市債（借入金）と公債費（返済元金）の推移のグラフ （単位：百万円）

●支出 【財政用語の説明】　

■ 議会費

　市議会運営のための経費で、議員報酬も含まれます。

■ 総務費

　庁舎や財産の維持管理、戸籍管理、税金の徴収などの経費です。

■ 民生費

　障がいのある方や高齢者に対する福祉の充実、子育て支援などの経費です。

■ 衛生費

　環境保全、疾病予防、健康増進などの経費です。

■ 農林水産業費

　農林水産業の振興を図るための支援や、生産基盤整備などの経費です。

■ 商工費

　商工業や観光の振興などの経費です。

■ 土木費

　道路や河川、公園などの社会資本整備のための経費です。

■ 消防費

　消防活動や災害対策などのための経費です。

■ 教育費

　学校教育・生涯学習の充実、文化・スポーツ振興などの経費です。

■ 災害復旧費

　大雨、暴風、地震などの災害により被災した施設等を復旧するための経費です。

■ 公債費

　市債の元金・利子や一時借入金の利子を支払うための経費です。

■ 予備費

　緊急を要する場合などに、予算外の支出又は予算超過の支出に充てるための経費です。

4,360 4,130 
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4,000

6,000
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　貯金（基金）の状況は、次のとおりです。

　一般会計の基金現在高29,166,585,664円は、前年度末の基金現在高27,147,587,849円と比較して

2,018,997,815円の増（7.4%）となり、市民1人あたりの基金現在高は、340,218円となっています。

● 　一般会計の基金現在高（定額運用基金を除く） （単位：円）

令和２年度末 令和４年３月３１日 増減額

現在高　Ａ 現在高　Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

12,171,657,504 13,371,657,504 1,200,000,000

2,718,459,466 2,518,459,466 △ 200,000,000

14,890,116,970 15,890,116,970 1,000,000,000

633,179,278 730,944,219 97,764,941

6,537,838,224 7,465,516,924 927,678,700

3,860,423,817 3,860,423,817 0

926,519,130 926,519,130 0

134,462,416 132,462,416 △ 2,000,000

81,467,970 77,022,144 △ 4,445,826

35,207,703 35,207,703 0

26,522,220 26,522,220 0

5,110,125 5,110,125 0

16,739,996 16,739,996 0

27,147,587,849 29,166,585,664 2,018,997,815
（令和４年４月１日現在の人口　85,729人）

●　財政調整基金及び減債基金の推移のグラフ 　　　　（単位：百万円）

●貯金（基金） 【財政用語の説明】　

■ 基金

　基金には、(1)特定目的基金：特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立てるものと、(2)定額運用

基金：特定の目的のため、定額の資金を運用するために設けられるものがあります。いわゆる市の貯金です。

　(1)の基金として、財政調整基金、減債基金、職員退職手当基金、地域振興基金、社会福祉基金、地域福祉

基金などがあります。

　(2)の基金として、土地開発基金、高額療養資金等貸付基金、収入印紙等購買基金があります。

■ 財政調整基金

　年度間の財源の不均衡を調整し、健全な財政運営を図るために積み立てる基金のことです。

■ 減債基金
　市債（借入金）の償還を計画的に行うために積み立てる基金のことです。

87,083

45,031

公 共 施 設 等 整 備 基 金

令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 の
市 民 １ 人 あ た り の
基 金 現 在 高

29,377

地 域 振 興 基 金

8,526

155,976

合　　　　　　　計 340,218

森 林 保 全 基 金 411

産 業 振 興 基 金

発 明 工 夫 奨 励 基 金 60

309

森 林 環 境 譲 与 税 基 金 195

Ⅳ　貯金（基金）の状況

基　金　の　名　称

　　　　　　　計 185,353

職 員 退 職 手 当 基 金

減 債 基 金

財 政 調 整 基 金

10,808

898

地 域 福 祉 基 金

1,545

社 会 福 祉 基 金

板 取 地 区 支 派 川 振 興 基 金
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● 　市債の現在高 （単位：円）

令和２年度末 令和４年３月３１日 増減額

現在高　Ａ 現在高　Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

29,185,507,104 26,749,360,796 △ 2,436,146,308

287,646,742 236,671,934 △ 50,974,808

22,187,676 0 △ 22,187,676

309,834,418 236,671,934 △ 73,162,484

5,840,448,004 5,568,550,722 △ 271,897,282

11,394,493,163 10,250,349,493 △ 1,144,143,670

17,234,941,167 15,818,900,215 △ 1,416,040,952

46,730,282,689 42,804,932,945 △ 3,925,349,744
（令和４年４月１日現在の人口　85,729人）

●　主な会計の市債残高の推移 　　　　　　（単位：百万円）

　　　　
●　一般会計の貯金（基金）と借入金（市債）の残高の推移のグラフ 　　　　　　（単位：百万円）

●借入金（市債） 【財政用語の説明】　

■ 市債

　学校や道路などを建設する場合のように、長期間にわたって利用することができ、整備に多額の費用が必

要な場合に、地方自治体が、政府・地方公共団体金融機構・銀行などから調達する長期的な借入金を「地方

債」といい、市が調達する資金が「市債」です。いわゆる市の借金です。

食 肉 セ ン タ ー 事 業 ‐

64,955

特別
会計

国民健康保険(直診勘定) 2,761

水 道 事 業

Ⅴ　借入金（市債）の状況

会　計　の　名　称
令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 の
市 民 １ 人 あ た り の
市 債 現 在 高

一 般 会 計 312,022

　借入金（市債）の状況は、次のとおりです。
　市債現在高42,804,932,945円は、前年度末の市債現在高46,730,282,689円と比較して3,925,

349,744円の減（△8.4%）となり、市民1人あたりの市債現在高は499,305円となりました。

119,567

合　　　　　　　計 499,305

計 2,761

下 水 道 事 業
計 184,522

企業
会計

30,143 28,886 29,307 29,186 
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